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新たな総合戦略の策定に向けた圏域別意見交換会「岐阜圏域」 

議事録（要旨） 
 

○日 時：令和８年６月１１日（木） １４：００～１５：４５ 

○場 所：県庁議会棟３階 大会議室 

○出席者：岐阜圏域市町企画担当課長等９名、県関係所属長等  

 

＜市町村からの意見＞ 
○ 岐阜市 
・ 今後 10 年を見据えると、人口減少対策としては、自然減対策に加
え、特に県外流出の抑制を重視すべき。 

・ 岐阜県は愛知県への転出が最も多いことから、岐阜県と隣接する「愛
知県の市町村」との差別化を意識したプロモーションが必要。 

〇 羽島市 
・ 日本の中央に位置するという「地理的優位性」を最大限活用し、選
ばれる県になるべき。 

・ 人口減少社会でも安心して住み続けられる地域となるには、地域医
療体制の維持が最も重要。 

○ 各務原市 
・ 産業振興は生活を支える基盤。本市では企業進出の受け皿となる事
業用地が不足しており、県と歩調を合わせて確保を進めたい。 

・ 岐阜圏域の救急医療体制をどう維持するかは重要課題。既存の枠組
みに捉われない広域医療の在り方を検討する必要がある。 

○ 山県市 
・ 本市を含め、鉄道駅がない中山間地域では公共交通の確保が不可欠。
県全体として、移動の際に「障壁」のない地域を目指すべき。 

・ 人口減少や担い手不足、それに伴う日常サービスの減少は、地域の
持続可能性に直結する切実な課題。本市では、自治会加入率が著し
く低下し、防災、防犯、高齢者見守りなどの「共助」が弱体化。 

○ 瑞穂市 
・ 本市は、交通の利便性を強みにベッドタウンとして発展してきたが、
昼間人口の少なさ、市内雇用の不足、駅前整備等の基盤整備が課題。 

・ 人口減少は地域共通の課題であり、これまで以上に、市町村の枠組
みを超えた全県的な対応が必要となる。 

○ 本巣市 
・ 安心できる仕事、暮らし、子育ての好循環を生むには、地域に安定
した雇用と産業基盤を確保することが不可欠。 

・ 企業誘致は雇用、税収、子育て支援、公共交通、医療福祉サービス
の維持につながることから、地域づくりの基盤政策となり得る。 
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○ 岐南町 
・ 人口減少対策では、社会動態への取組に加え、出生率向上に向けた
取組を進めることが必要。 

・ 保育料、給食費、医療費支援など、子育て世代が安心して暮らせる
環境を県全体で整えるべき。 

○ 笠松町 
・ 変化を恐れず、当たり前を見直すことが重要。県には、市町村や事
業者が「新しい挑戦」をしやすい環境づくりを期待する。 

・ 政策オリンピックは、新しい発見やつながりを生む有意義な取組。
継続と横展開を期待する。 

○ 北方町 
・ 人口減少は避けられない現実であり、デジタル技術やＡＩの活用は
不可欠。 

・ 今後は、デジタルとアナログをうまく融合させ、あえて人との関わ
りや温もりを残すといった視点も必要。 

 

＜県現地機関等からの意見＞ 
○ 市町村課 

・ 人口減少下では、行政職員も減少している。市町村単独では解決困
難な課題については、広域で連携することが必要。 

○ 岐阜地域産業労働室 

・ 企業訪問等を通じ、人手不足が企業共通の深刻な課題であることを
実感。 

・ 県内で人材を取り合う動きも見られるため、県外にどうアプローチ
し、人材を確保するかが課題。 

○ 岐阜地域福祉事務所 

・ 福祉分野では、サービスを提供する側の人材育成がサービスの質的
向上、ひいては地域の福祉基盤の維持に直結する。 

○ 岐阜地域環境事務所 

・ 環境分野では、継続的に取り組むような「持久力」を要する対策と、
リスク管理などの「瞬発力」を要する対策の双方が重要。 

・ 中山間地では、環境保全活動の担い手不足が深刻化しており、今後
は地域外人材を巻き込む必要がある。 

○ 岐阜土木事務所 

・ 橋梁等の老朽化が進んでおり、点検、補修、維持管理を着実に進め
る必要がある。 

・ 市町村の土木技術職員のノウハウ不足への対応として、県が市町村
からの派遣職員を受け入れ、人材育成を行っている。 
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○ 岐阜・西濃建築事務所 

・ 住宅着工件数は減少傾向。住宅は建て替えることにより耐震化が進
むことから、この傾向は、耐震化の遅れを意味する。 

・ 加えて、空き家の増加も意味することから、これまで以上に、住宅
耐震化の啓発と適切な空き家管理・活用が必要。 

○ 岐阜農林事務所 

・ 担い手不足により、農地・森林の管理体制が弱体化している。 

・ 農地・森林の集約化や指導員等の体制強化に加え、大学と連携した
若者確保策も有効ではないか。 

○ 岐阜保健所 

・ 健康づくりのためには治療よりも予防が重要。ライフステージの節
目節目を捉え、市町村と連携して予防策を提供していくことが重要。 

・ 岐阜圏域は、比較的規模が大きい企業も多いことから、健康経営の
取組を拡げるには適した地域。 

○ 中央こども相談センター 

・ 児童福祉業界全体で職員不足が深刻で、社会的養護が必要な児童の
受入規模の縮小がすでに始まっている。これが続けば、児童福祉機
能の維持に支障が出る恐れがある。 

・ 岐阜圏域は、都市化が進んでおり、子育て世帯が孤立しやすい傾向。
ＳＮＳなど偏った情報に惑わされることなく、前向きに子育てでき
る社会づくりが重要。 

 


